
 
 

 

第４回バイオマス事業化戦略検討チームの概要 

 

１ 日 時：平成 24年３月 28日（水）14:00～16:30 

２ 場 所：経済産業省別館 11階 1111号会議室 

３ 出席者：五十嵐委員、大原委員、神谷委員、迫田委員、塚本委員、徳岡委員、中川委

員、中村一夫委員、野村委員、横山委員、澤委員、中村徹委員、幡多委員、

塩山委員代理（鹿島建設）、山田委員、石田委員代理（JXエネルギー）、堀

委員代理（京都市環境政策局）、松井氏（東京ガス）、美谷氏（石川県珠洲

市生活環境課） 

４ 議 題 

（１） 企業・研究機関・自治体におけるバイオマス利活用の取組状況について（東京ガ

ス、森林総研、ＪＦＥエンジニアリング、新日鉄エンジニアリング、三菱商事、京

都市・京都技研、石川県珠洲市） 

（２） その他 

５ 概 要： 

【要 旨】 

・ 東京ガス、森林総研、ＪＦＥエンジニアリング、新日鉄エンジニアリング、三菱商事、

京都市・京都高度技術研究所、石川県珠洲市からバイオマス関連事業等の取組状況や事

業化の課題等について説明を行い、意見交換。 

・ 次回会合は４月 11日（水）に開催予定。 

【主な発言】 

＜原料（入口）＞ 

・ バイオマス原料の拡大に向けた課題と方向性は、①廃棄物系バイオマスの効率的な収

集・運搬システムの構築、②間伐材等の未利用系バイオマスや耕作放棄地（資源作物栽

培）などの有効活用方策の構築と農林業の活性化、③生産効率の高い資源作物（ソルガ

ム、短期成長木、微細藻類等）の効率的な栽培システムの構築。 

＜技術（製造）＞ 

・ バイオマスの高効率な変換技術の課題と方向性は、①ウエット系・ドライ系バイオマ

スの適した高効率で経済的な変換技術や改質・精製技術の開発（バイオガス化、エタノ

ール発酵、BDF 燃料化、木質系ガス化等）、②廃棄物系・未利用系バイオマスや各種循

環資源等との安定的なハイブリッド活用が容易な技術開発。 

・ バイオマスを活用した事業化の中心技術は、メタン発酵（ウエット系）と直接燃焼（ド

ライ系）、バイオ燃料は第 1世代エタノール発酵とエステル化。 

・ ガス化技術の事業化の見通しは、廃棄物の種類や排出形態、利用方法によって異なる。

例えば、廃プラが原料であれば出口は工業利用になるし、製鉄所に併設などの施設立地

ができれば事業として成り立つことは可能。 



・ 木質バイオマス先進国のオーストリアでは、土場で林地残滓を乾燥し、チッパートラ

ックでチップに加工・運搬を行うことにより、約 2,400円／生トンのチップ化・輸送コ

ストを実現。また、出口は高含水率の生チップを 90％程度の効率で自動運転可能な高性

能チップボイラーを導入し、住宅数軒規模で熱供給事業を多数展開。 

 

＜事業化＞ 

・ バイオマス事業の普及のためには、(1)施設整備への支援（採算性の低い中小規模事業

への補助率拡大、利用者側の施設整備への補助、所管省庁を横断する施設への補助（廃

棄物、下水、農業集落排水等）、(2)安定した事業収入の確保（廃棄物系を含むバイオ

マスへの FIT 買取の対象化、熱利用へのインセンティブ拡大、CO2 削減の買取、汚泥燃

料のＪＩＳ規格化、廃掃法上の有価物指定条件の緩和）等が課題。 

・ 都市部での生ごみは、発生抑制を行いつつ、分別や需給のマッチングの課題があるた

め堆肥化・飼料化が難しいものはバイオガス化によってリサイクルを進めるべき。これ

により、残ったごみのカロリーが増加し、焼却処理での熱回収効率（発電効率）が向上

する。具体的な展開方向と課題は、①自治体の焼却施設の更新時に大規模なバイオガス

化施設を併設（課題：循環型社会形成推進交付金の存続）、②民間事業者による大規模

なバイオガス化施設の設置(課題：FIT 創設で廃止された民間発電施設への助成復活)、

③排出事業所でのオンサイトの小規模バイオガス化施設の設置（課題：小規模施設のコ

スト低減・コンパクト化技術の開発、民間発電施設への助成復活、設置事業所への生ご

みの持込みに関する廃掃法の特例）。 

・ 森林バイオマスの活用推進には、間伐材等の搬出コスト低減、バイオマスの特性を勘

案した燃料・廃棄物としての取扱い、燃料・燃焼機器の規格の未整備、燃焼機器導入コ

ストが高いといった課題。 

 

＜バイオ燃料＞ 

・ バイオエタノール、E3、E10の普及は、受入拠点の問題を考える必要。 

・ 廃食用油等からのバイオディーゼル燃料化事業は、緊急時の自立分散型エネルギー源、

CO2 削減、地域コミュニティーの活性化、河川の汚染防止等の多くの効果と意義がある

が、軽油引取税の減免、関係業界の参加協力による地域流通体制の整備、ポスト新長期

排ガス規制車両への対応、軽油と同等性状の第 2世代 BDFの技術開発等の課題。これら

の課題を解決し、B10、B20等による一般普及や東南アジアへのパッケージ輸出を推進し

ていく必要。 

・ バイオ燃料化事業の普及のためには、(1)原料の安定供給（一定規模以上の量確保（集

荷ルートができている廃棄物系が有利）、質･量の変動対策（季節変動対策、分別徹底

等）(2)製品の利用（流通システムの整備（ガス・エタノール・固形燃料の受入拠点の

拡充・ルート整備）、買取制度の整備（電力以外も対象化、原料供給コスト等を勘案し



た価格決定）、国内と海外バイオマス燃料の競争力差（価格差）の補正）等が課題。 

 

＜政策・制度＞ 

・ 現在見直し検討中の再生可能エネルギーの導入目標量の達成に向けたバイオマスエネ

ルギーの位置付けとその内訳の明確化が必要。その際、原料の備蓄・運搬が可能で、安

定出力で運転できるバイオマスの特性を活かしたポートフォリオの組成の検討が必要。 

・ 再生可能エネルギーの導入目標量の設定に当たっては、量が稼げる輸送用バイオ燃料

とバイオマス混燃発電が有効であり、後者では費用対効果の観点から既設の PC ボイラ

ーでのペレット混焼の促進が有効。 

・ 現行エネルギー計画における 2020年までのガソリンの 3％以上のエタノールの導入を

目指し、2011～2017 年の利用目標量が設定されているが、2018 年以降の利用目標量の

設定が必要。また、目標実現のためには、安定消費市場の創出と原料安定確保・事業性

を担保する製造事業推進計画の推進が必要。 

・ バイオマス活用推進基本計画における 2020年までに 5,000億円規模のバイオマス産業

創出の目標達成のためには、対象事業分野の選択と集中、リスク／リターンが見合う事

業環境の整備と仕組みづくりが必要。 

・ バイオマスの円滑な利用促進に向けた制度的な課題と方向性は、①バイオ燃料の円滑

利用に向けた利活用装置の技術開発、②バイオマスの地域活用化事業の加速化に向けた

環境整備（自治体等を中心とした地域事業誘導のコーディネート機能強化）、③バイオ

燃料の利用促進に向けた支援制度の充実（意欲的な導入目標設定、FIT などの促進支援

制度、規制法の改革、優遇税制・炭素税、品質規格制定（E10、B10、B20 等）、関係業

界の参加協力による地域流通体制の整備）。 

・ 下水汚泥、生ごみ等のバイオガス化施設は、有機性廃棄物の減量化、エネルギー回収

方法として有効な手段であり、化石燃料使用量の削減、有機性資源の循環の観点から地

球温暖化対策としても有効な対策。 

 

＜海外展開＞ 

・ アジアにおける持続可能なバイオマス産業の構築の観点から、官民連携によるパート

ナーシップの強化（ソフトローンの適用とレピュテーションリスクの回避策、現地企業

との合弁による製造事業等）、相手国との提携による共同プロジェクトの展開（開発輸

入＋地産地消）などを進めることも視野に入れる必要。 

・ アジアにおけるバイオマスプランテーションについては、土地利用の問題があり、今

後の人口増加に対してエネルギー用にどれだけゾーニングできるかは調査検討が必要。 

―以上― 

 


